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Ⅵ．暮らしと環境 
統計からみた御所市のすがた 令和８年度改訂版 
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１．暮らし 
 

■市内鉄道駅 1日平均乗車人員 

 

 (近鉄御所駅) 

 
 (近鉄御所駅以外) 

 

出典:奈良県政策推進課『令和５年度 奈良県統計年鑑』を基に作成 

  

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

近鉄御所 1,973人 1,910人 1,892人 1,427人 1,502人 1,547人
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平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

葛 191人 201人 199人 152人 153人 152人

近鉄吉野口 804人 757人 716人 517人 540人 586人

JR御所 580人 572人 577人 493人 539人 583人

玉手 436人 429人 417人 350人 376人 387人

掖上 138人 132人 129人 109人 108人 109人

JR吉野口 607人 605人 587人 457人 471人 497人
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１．暮らし 
 

■マイナンバーカード交付枚数率(令和８年２月末現在) 

 

出典:総務省『マイナンバーカード交付状況(令和８年２月末現在)』を基に作成 

 

■年別火災発生状況            ■市内救急発生状況(令和７年) 

  

出典:奈良県広域消防組合『令和７年消防統計』を基に作成 
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データから読み取る 

 マイナンバーカードの交付率を見てみると、御所市における令和２年４月１日時点の人口あたりの交付

率が１７．４％であったのに対し、令和８年２月末時点では７７．８％となっています。ただ、奈良県平

均を下回っている上、県内１２市においても１２番目となっています。 
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２．学校 
 

■１校当たり小学校児童数          ■１校当たり中学校生徒数 

 （令和６年度・７年度）           （令和６年度・７年度） 

   

出典：奈良県政策推進課『令和７年度学校基本調査結果』を基に作成 
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データから読み取る 

 1 校当たりの児童数・生徒数は共に 12 市中でもっとも少なくなっています。出生数や社会増減といった要因

が反映されており、人口が増加している市や過去に増加傾向にあった市ほど、1 校あたりの児童数・生徒数が

多くなっているものと思われます。 
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３．環境 
 

■リサイクル率（令和５年度）        ■1 人 1 日当たりのごみ排出量(令和５年度) 

   

出典：環境省『令和５年度一般廃棄物処理実態調査』を基に作成 

■一般廃棄物搬入量の推移 

 

出典：御所市環境業務課保有資料を基に作成 
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データから読み取る 

 リサイクル率は県内平均を下回っており、1 人 1 日当たりのごみ排出量は、奈良県平均より多くなっています。12

市の中でも奈良市と生駒市、宇陀市は、排出量が少なく、リサイクル率も高いということがわかります。御所市のリ

サイクル率は令和 4 年度の 9.0 から令和 5 年度は 8.4 と下がっています。 
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４．エネルギー 
 

エネルギー消費量 

■エネルギー資源別（令和２年）       ■需要部門別（令和２年） 

 
出典：東北大学中田俊彦研究室、地域エネルギー需給データベース(Version 2.10)を基に作成 
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データから読み取る 

 御所市のエネルギー消費量の割合は石油製品が全体の約 5

割を占め、需要部門では運輸が約 4 割を占めています。御所

市では運輸部門のガソリン使用量が多い事がうかがえます。

脱炭素社会に向けて電気自動車、水素自動車の導入が大きな

役割を示すことが分かります。 


